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土研センター 

新材料等を用いた越水に対する 
盛土強化工法研究会の設立と活動 

鳥居謙一・常田賢一
 

1．はじめに1 

 平成23年の東日本大震災により巨大災害を体

験し、平成30年の西日本豪雨、令和元年の東日

本台風（台風19号）による災害など、近年激甚

な 水 災 害 が 頻 発 し て い る 。 さ ら に 、 IPCC
（Intergovernmental Panel on Climate Change）
第5次報告書において、気候システムの温暖化は

疑う余地がなく、21世紀末までに気候変動に伴

う降雨量の増加などにより、水災害が頻発化・激

甚化することが指摘されている。この適応策とし

て、流下能力の増強を目指す対策とともに、危機

管理のために越流時に決壊する時間を少しでも引

き伸ばすための堤防補強が進められている1）､2）。 
 国土交通省では、令和2年2月に「令和元年度

台風第19号の被災を踏まえた河川堤防に関する

技術検討会」（以下「本省技術検討会」という。）

を設置し、危機管理として河川堤防の強化をする

ために必要な技術検討が行われ技術開発や産官学

が連携した研究・開発の体制の構築の必要性が指

摘された3）。 
 このため、（一財）土木研究センター（以下

「土研センター」という。）では、民間の技術開発

を支援するとともに産官の円滑な連携を目的に

「新材料等を用いた越水に対する盛土強化工法研

究会」（以下「盛土強化工法研究会」という。）を

設置した。 
本稿は、研究会の設立に先立ち研究会活動のポ

イントを抽出するために実施した堤防補強の現地

調査について報告するとともに、研究会活動を通

じて得られた技術開発のポイント、今後の進め方

について報告するものである。 

2．現地調査から見た研究会活動のポイント 

土研センターでは、研究会の設立に先立ち、堤

防補強の状況について、令和2年3月上旬に那珂

──────────────────────── 
Establishment & Activities of the Study Group on 
Reinforcement of River Embankment Against Overtopping 
Using New Materials & Technology 

川・久慈川の2河川について現地調査を実施した。  
ここでは、現地調査を通じて研究会活動のポイ

ントを述べる。 
2.1 かごマットによる裏のり尻補強 

裏のり尻補強工法の一つとしてかごマットがあ

るが、その1例として那珂川において写真 -1に示

すかご工（延長410m）の現地調査を行った。令

和元年の洪水で当該堤防でも越流したが堤防の被

災は全く見られなかった。なお、本川の越流時に

は、既に内水氾濫が発生していたため、補強効果

の評価では、ウォーター・クッションの効果も考

慮する必要がある。 
構造的特徴は、1) かご工は水平長でのり面部

は1m、平場部で2.5mであり、控長は0.3m、2)の
り先は、側溝（U-450）が隣接する区間と無い区

間の両形態、3) 斜め小口対応は、割栗石（50～
150mm）による三角形状層を設置、4) 鉄線かご

は、表面はひし形金網、下面と縦の仕切りは連結

したL型の溶接金網であり（写真-2参照）、5) か
ご工は覆土されていないなどである。 

研究会活動のポイントとしては、のり先の侵食

防止効果と施工性、耐久性、維持管理性などが重

要な観点となると考えられる。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
写真-1 かご工の全景 
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写真-2 かご工上端部の連結状況  

 

2.2 ブロックによる裏のり尻補強 
那珂川、久慈川では裏のり尻補強として、ブ

ロックによる裏のり尻補強が標準的に実施され、

平場の有無によってAタイプ（写真 -3）とBタイ

プ（写真-4）が現場条件に応じて使い分けられて

いる。 
なお、基礎コンクリートや斜め小口のコンクリ

－トなどをプレキャスト化し、施工性を高める工

夫がおこなわれている（写真-5）。 
また、吸出し防止シートが施工されており、基

礎工、小口止めと合わせて複数の部材が組み合わ

されて機能を発揮している。 
研究会を進めるに当たり、施工性の確保が重要

である。また、コンクリートブロックやかご工に

使われている石材など従来の素材と化学繊維など

の新素材と組み合わせることにより機能性を高め

ることも重要な観点である。 
 

 
写真 -3 連節ブロックにより補強（平場あり、Aタイプ） 

 
写真 -4 連節ブロックにより補強（平場なし、Bタイプ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

写真-5 プレキャストの基礎工、斜め小口  

 
2.3 のり肩補強 

決壊箇所の復旧箇所では、のり肩ブロックの

設置（写真-6）で補強されている。のり肩ブロッ

クは、越流水の流向をのり面方向にスムーズに誘

導できれば、のり面侵食の抑制に繋がることが期

待できる。 
研究会活動に当たっては、上記のように天端、

のり面、堤脚部の補強対策が複合的に効果を発揮

して、堤防全体として機能を発揮することを目指

す必要がある。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
写真-6 裏のり肩のブロック設置  

間間詰詰めめ  

斜斜めめ小小口口  
（（22次次製製品品））  
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3．盛土強化工法研究会 

3.1 研究会の目的 
土研センターでは、河川堤防を越水した場合で

あっても、決壊しにくく、堤防が決壊するまでの

時間を少しでも長くするなどの減災効果を発揮す

る粘り強い構造の河川堤防の整備に必要な新材料

（化学製品（化学繊維、アスファルト、複合製品

を含む）、メッキ金網、混合土）や新技術（PCa
部材、プラスティック製品など）を用いた盛土強

化工法の技術開発を支援し、良質な社会資本の効

率的な整備に貢献することを目的とする盛土強化

工法研究会の設立を当センターの賛助会員に呼び

かけたところ、29社（令和3年10月現在）の賛同

を得て、令和3年3月に研究会を設立した。 
3.2 盛土強化に活用が期待される工法、材料 

本省技術検討会の報告にもあるように、「資

材・工法の比較検討を行い、総合的に優位なもの

を選択」できる環境を整備することが重要である。  
研究会では盛土強化に活用が期待される工法、

材料を抽出するため、研究会の会員にアンケート

を実施した。  
なお、これらの工法は、あくまでも研究会会員

の提案に基づき活用が期待される工法であり、今

後研究会等の活動を通じて、耐侵食性や耐久性な

ど要求性能を満足しているか検討が必要である。 
アンケートの結果、天端部の補強に活用が期待

される15の技術、のり面部の補強に活用が期待

される34の技術、堤脚部の補強に活用すること

が期待される34の技術が提案された。 
工法としては、ブロック系、ブロックマット系、

シート系、かご系（金網、化学繊維）、土壌改良

系、緑化系、アスファルト系に分類された。 
これらの工法等は、工法の概要、特徴、期待さ

れる効果、工法の現状、マニュアルの有無など基

礎的な情報を整理し、土研センターのＨＰに掲載

する予定である。  
3.3 要求性能の設定 
 提案された技術は、堤防補強以外の現場での施

工実績を有するものの堤防の補強、特に越流時に

侵食を抑制する効果については未知のものが多い。    
本省技術検討会でも「材材・工法には、ある条

件下では効果を有するものもあるが、既存堤防が

有する機能を毀損しないという点や越水時の効果

に幅や不確実性を有しているなど、現段階で設計

できる段階には至っていない。また、堤防強化に

用いる資材・工法の長期的な機能の継続性や維持

管理の容易性についての知見は十分とはいえない」

と指摘されている。 
このため、今後の技術開発を進めるためには、

河川堤防を越水した場合であっても、決壊しにく

く、堤防が決壊するまでの時間を少しでも長くす

るなどの減災効果を発揮する粘り強い構造の河川

堤防の整備に求められる要求性能を設定し、性能

を照査する必要がある。  
そこで、令和元年7月に改訂された河川砂防技

術基準（設計編）や本省技術検討会の資料を参考

に、技術開発のための堤防強化工法に求められる

性能の定義を研究会として行った（表-1）。 
今後、設定した要求性能については、行政や研

究機関との意見交換を通じて、内容の充実を図っ

ていく必要がある。 

表-1 盛土強化対策の自己評価項目  
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3.4 今後の研究会の進め方 
研究会で設定した要求性能に対して、会員自ら

技術開発のレベルの自己評価（性能を定量的に確

認、定性的に確認、未確認、該当しない）を行い

技術開発の方向性の確認を現在行っている。 
自己評価結果をみると、堤防以外での施工実績

や類似の構造により要求性能を満足していること

を定性的に確認できる項目が多い一方で、耐侵食

性や耐久性など重要な性能については、実験や数

値計算など定量的なエビデンスが必要となること

が予測される項目がある。これらの項目について

各技術の特徴を適切に評価し、有用な技術の普及

に資することができるかが、今後の取組みの中で

ポイントになると考える。特に、植生と一体と

なって耐力を確保するタイプの工法では、照査方

法自体の確立や設計、施工、点検、維持管理、補

修に関しては技術資料を整理する必要があると考

えられる。 
国総研には、越水に対する堤防強化技術に関す

る「技術相談窓口」が設置されて、関係業界団体

からの堤防強化に係わる技術的な相談を随時受け

付けている。 
今後、会員の自己評価を部位、工法毎に取りま

とめ議論の一般化を図ることにより、相談窓口の

チャンネルを有効に活用して技術開発を加速して

いきたい。 
一方、定量的な性能評価には実験や数値計算な

どが必要となり、民間では負担が大きいことが予

測され、産官の連携が重要となると考えられる。 

4．おわりに 

 本稿では、現地調査に基づき堤防補強工法の技

術開発のための研究会活動のポイントについて検

討するとともに、土研センターが設立した研究会

の活動について報告した。現場条件に適した工法

を選択するためにも、技術開発において民間の技

術開発力を活用することにより工法選択の裾野を

広げることが重要であり、官民の連携が不可欠で

ある。 

 このためにも、民間の技術開発課題を一般化し

これを材料に官民の技術的な会話を深化させるこ

とが重要でり、研究会での技術開発の課題の整理

を通じてその一助になれば幸いである。 
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